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Ⅲ 働きやすい環境づくり 

 

１ 職場環境における現状 

 ⑴ 育児休業の取得状況 

女性職員はほぼ全員が取得していますが、男性職員は数名の取得に留まっている

状況です。 

取得期間は、平均３年８カ月となっています。 

     ＜ 育児休業復職者の平均休暇期間（平成２６年度）＞ 

復職者全体 

（平均） 

出産数による育児休業の平均 

１人 ２人 ３人 

３年８カ月 １年１０カ月 ４年２カ月 ７年３カ月 

 

 ⑵ 育児支援のための制度の活用状況 

育児短時間勤務及び育児部分休業については、活用実績が少なく、これまで男女

とも数名に留まっています。 

 ＜ 育児短時間・部分休業取得者数 ＞ 

 Ｈ２２ Ｈ２４ Ｈ２６ 

育児短時間勤務 ２人 １人 ０人 

育児部分休業 １人 ２人 １人 

＊ 育児短時間：決められた短縮勤務の形態から選択して勤務するもの 

＊ 育児部分休業：１日２時間の範囲内で休業する勤務 

 

 ⑶ 長時間労働者の状況 

   長時間労働者（月３０時間以上の超過勤務）は増加傾向です。 

＜ 第２期計画の目標達成状況 ＞ 

 Ｈ２２ 目標値 Ｈ２６ 

長時間労働者（月３０時間以上の

超過勤務）の割合 
３.３％ ３.２％ ４.１％ 

 

 ⑷ 年次有給休暇の取得状況 

   ほぼ横ばいで、全国平均の１０．７日（Ｈ２６）に達していない状況です。 

     ＜ 第２期計画の目標達成状況 ＞ 

 Ｈ２２ 目標値 Ｈ２６ 

年次有給休暇の平均取得日数 ９.３日 １２.０日 ９.１日 

 

⑸ 家族たすけあい休暇の取得状況 

育児や介護のための家族たすけあい休暇の取得日数は、年々増加傾向にある状況で

す。 

次世代育成支援特定事業主行動計画 

女性活躍推進特定事業主行動計画 
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     ＜ 家族たすけあい休暇の取得状況 ＞ 

 Ｈ２２ Ｈ２４ Ｈ２６ 

総取得日数 ３８５日 ５９５日 ７１２日 

職員一人当たりの取得日数 ０．２３日 ０．３４日 ０．４１日 

 

⑹ 早期・普通退職者の現状 

定年退職者を除く、早期・普通退職者は毎年２０～３０人程度で推移しています。 

 ＜ 早期・普通退職者率 ＞ 

 Ｈ２２ Ｈ２４ Ｈ２６ 

全体（全職員数に対する割合） 23人 1.4% 31人 1.7% 28人 1.6% 

 
男性（男性職員数に対する割合） 8人 0.8% 12人 1.1% 9人 0.8% 

女性（女性職員数に対する割合） 15人 2.5% 19人 2.8% 19人 2.8% 

 

２ 働きやすい環境づくりの推進 

次世代育成支援及び女性活躍推進の共通の課題として、育児や介護等家庭の事情に

よる長期の休暇取得や時間的制約による家庭と仕事の両立の難しさ、それらにより最

終的に離職へとつながることがあります。 

職員が希望する年齢まで意欲的に働き続けるため、様々な制度の活用を進めるとと

もに、仕事の効率化を図るなど、働きやすい環境づくりを推進します。 

 

 ⑴ 働き続けられる環境づくり 

共働き世帯の増加とともに、男女問わず育児や介護を担うなど時間的制約のある

職員が今後増加していくことが見込まれます。 

男女の固定的な役割分担意識を排除し、職員が安心して休暇等を取得できる職場

環境づくりに努めます。 

    また、既存の制度の利便性向上や新たな制度を検討し、働き続けることができる

職場環境づくりに努めます。 

 

重点項目 

〇 男性の育児休業等の取得促進 

出産に関する届け出等の際に、育休制度について周知徹底し、取得促進を図り

ます。 

〇 職場のフォロー体制 

職場の理解を高めるため、制度について周知を徹底します。 

〇 育児短時間勤務・育児部分休業の利用促進 

育児をしながらでも無理なく働けるよう、育児に関する制度について周知徹底

を図り、利用促進に努めます。 

〇 介護関連休暇の周知徹底 



36 

 

介護休暇、看護休暇の制度について周知徹底します。 

〇 育児休業等長期休業取得者の支援 

長期休業中は職場から情報提供を行うとともに、職場復帰時には研修を実施し、

スムーズな職場復帰を支援します。 

〇 配偶者同行休業の検討 

配偶者の海外赴任に伴う同行休業制度を検討します。 

〇 早期・普通退職者率の縮減目標 

早期・普通退職者率を、平成３２年度までに１．４％以下にすることを目標に

します。 

 

 ⑵ 効率的で適正な職場環境づくり 

限られた勤務時間を有効に使い、家事・育児・介護等といった時間に制約のある

職員を含むすべての職員が十分に能力を発揮できるよう、長時間労働の軽減や課の

業務内容の改善に取り組みます。 

重点項目 

〇 人員配置の適正化 

市民ニーズの高度化や多様化により業務量は年々増加傾向にあることから、事

務事業を見直すなかで、市役所全体の人員配置の最適化を目指します。 

〇 業務の効率化 

文書の電子化等により事務の効率化を図るとともに、会議においては、事前の

資料配布を徹底する等短時間で効率的な運営や、庁内情報システムの電子会議室

機能等の活用に努めます。 

〇 長時間労働の改善 

長時間労働に対する職員の意識改革を図るとともに、特定の職員に対して業務

が集中しないよう、仕事の配分について職場研修で振返りの徹底を図ります。 

〇 年次有給休暇の取得促進 

所属ごとに、職場の実情を勘案した休暇取得目標を年度当初に設定します。 

〇 柔軟な勤務形態の検討 

現在の勤務形態は、全職員が同じ時間帯に同じ職場に出勤していることを前提

として行われていますが、フレックスタイム制度や在宅勤務（テレワーク）等の

導入による柔軟な勤務形態を検討します。 

〇 業務改善への適切な評価の反映 

効率的な業務への取組みや見直しに対し、人事評価において適切に評価します。 

 

 

 

 

【計画の経過】 

〇 次世代育成支援対策推進法（Ｈ１５．７）に基づく特定事業主行動計画 

  Ｈ１７．４～   第１期行動計画 

  Ｈ２２．４～   第２期行動計画 
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